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平成28年12月8日に、平成29年度与党税制改正大綱が公表されました。以下、大
綱で明らかにされた主要な改正・見直し項目の概要を説明します。なお、今後の国
会における法案審議の過程において、一部項目の修正・削除・追加などが行われる
可能性があることにご留意下さい。

法人課税
1） 研究開発税制の見直し
試験研究費の増額が大きいほど減税額も増える制度に見直されます（総額 
型）。大法人は増減割合に応じて、試験研究費の6%から14%が税額控除額とな
ります（上限14%は2年間の時限措置、現行は8%から10%）。中小法人の場合
は、2年間の時限措置で試験研究費の12%から17%が税額控除額となります 
（現行は12%）。また、税制の対象に、「第4次産業革命型」のサービス開発の費
用が追加されます。

2） 役員給与の見直し
経営陣に中長期のインセンティブを付与することができるように、業績に連動し
た報酬等の柔軟な活用を可能とする見直しが行われます。

3） 組織再編税制の見直し
特定事業を切り出して独立会社とするスピンオフ等の円滑な実施を可能とする
税制が整備されます。また、株式交換・連結納税における資産の時価評価制度
の見直しが行われます。他にも、多くの項目で見直しがなされます。
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4） 法人税申告期限の見直し
一定の要件のもと、4カ月を越えない範囲内において、確定
申告書の提出期限の延長が認められることになります。

5） 租税特別措置における中小法人（資本金1億円 
以下）向け優遇措置の不適用
法人税関係の各租税特別措置（研究開発税制、所得拡大促
進税制、軽減税率等）における中小法人向け優遇措置につ
いて、平均所得金額（前3事業年度の平均）が年15億円を超
える事業年度において適用が停止されます。この改正は、
平成31年4月1日以後に開始する事業年度から適用され 
ます。

6）その他
中小・中堅企業向けに、設備投資を促進する各種関連税制が
創設・拡充されます。また、中小企業に向けた所得拡大促進
税制による支援も強化されます。

国際課税
外国子会社合算税制（タックスヘイブン対策税制）の抜本的な
見直しが行われます。

1） 合算対象とされる外国法人の判定方法等
• いわゆる「トリガー税率（低税率判定基準）」が廃止され
ます。

• 外国関係会社を判定する際の持分割合の計算方法が見
直されます。

• 資本関係はないものの実質的に支配している会社も対
象となります。

2） 会社単位の合算課税制度
• 従前の「適用除外基準」について見直しを行った上で、制
度の発動基準（経済活動基準）に改め、経済活動基準（事
業基準、実体基準、管理支配基準、所在地国基準又は非
関連者基準）のうちのいずれかを満たさない外国関係
会社について、会社単位の合算課税の対象とします。

• 航空機リースを主たる事業とする外国関係会社は、一定
の要件を満たすものについて、事業基準を満たすものと
されます。

• 製造業を主たる事業とする外国関係会社のうち、本店所
在地国において製造における重要な業務を通じて製造
に主体的に関与していると認められているものについて
は、所在地国基準を満たすものとされます。

• 適用対象金額から除外される受取配当に係る保有割合
要件（25%以上）について、主たる事業が原油、石油ガ
ス、可燃性天然ガス又は石炭（化石燃料）を採取する事
業である外国法人で、我が国が締結した租税条約の相
手国に化石燃料を採取する場所を有するものから受け
る配当にあっては、10%以上とされます。

• 当該外国関係会社の租税負担割合が20%以上である場
合は、会社単位の合算課税の適用が免除されます（適用
免除基準）。

3） 受動的所得の部分合算制度
• 経済活動基準を全て満たす場合には、一定の受動的所
得についてのみ合算課税の対象となります。

• 部分合算課税の対象となる主な所得は、以下のとおり 
です。

• 利子（預金利子、一定のグループファイナンスにかか
る貸付金利子は除外）

• 配当（保有割合25%以上の株式等からの配当は 
除外）

• 有価証券の譲渡損益（保有割合25%以上等の要件
を満たす法人の株式にかかる譲渡損益については 
除外）

• デリバティブ取引損益（ヘッジ目的で行われるもの等
は除外）

• 外国為替損益（事業にかかる業務の通常の過程で 
生じるものは除外）

• 無形資産の使用料（自己開発した無形資産等一定の
ものに係る使用料は除外）

• 無形資産の譲渡損益（自己開発した無形資産等一定
のものに係る譲渡損益は除外）

• 外国子会社に発生する根拠のない異常な利益（資
産、減価償却費、人件費などの裏付けのない所得）

• 当該外国関係会社の租税負担割合が20%以上である場
合は、部分合算課税の適用が免除されます（適用免除基
準）。

• 少額免除基準のうち、金額基準が2,000万円以下（現
行：1,000万円以下）に引き上げられます。
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EYについて
EYは、アシュアランス、税務、トランザクション 
およびアドバイザリーなどの分野における世界
的なリーダーです。私たちの深い洞察と高品質
なサービスは、世界中の資本市場や経済活動に 
信頼をもたらします。私たちはさまざまなステー
クホルダーの期待に応えるチームを率いるリー
ダーを生み出していきます。そうすることで、構
成員、クライアント、そして地域社会のために、よ
り良い社会の構築に貢献します。
EYとは、アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・ 
リミテッドのグローバル・ネットワークであり、 
単体、もしくは複数のメンバーファームを指し、 
各メンバーファームは法的に独立した組織です。
アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッド
は、英国の保証有限責任会社であり、顧客サービ
スは提供していません。詳しくは、ey.com をご覧
ください。

EY税理士法人について
EY税理士法人は、EYメンバーファームです。
税務コンプライアンス、クロスボーダー取
引、M&A、組織再編や移転価格などにおける豊
富な実績を持つ税務の専門家集団です。グロー
バルネットワークを駆使して、各国税務機関や規
則改正の最新動向を把握し、変化する企業のビ
ジネスニーズに合わせて税務の最適化と税務リ
スクの低減を支援することで、より良い社会の構
築に貢献します。詳しくは、www.eytax.jp をご覧
ください。
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ニュースレター全般に関するご質問・ご意
見等がございましたら、下記までお問い合
わせください。

EY税理士法人
ブランド、マーケティング アンド コミュニケーション部
tax.marketing@jp.ey.com

メールマガジンのお知らせと登録方法
弊法人では、上記ニュースレター、専門雑誌への寄稿記事及び海外の税制動向を定期的にメールマガジン
にて配信しております。
メールマガジン配信サービスのお申し込みをご希望される方は、以下をご参照ください。
1. http://www.eytax.jp/mailmag/ を開きます。
2. 「メールマガジンの新規登録について」に従い、メールマガジン登録ページよりご登録ください。
* なお、本メールマガジン登録に際しては、「個人情報の取扱い」についてご同意いただく必要がござい
ます。

@EY_TaxJapan
最新の税務情報を配信しています。

4） 特定の外国関係会社に係る会社単位の合算課税
制度
• 一定の要件に該当する「ペーパー・カンパニー」について
は会社単位の合算がなされます。

• 一定の要件に該当する「事実上のキャッシュ・ボックス」に
ついては会社単位の合算がなされます。

• ブラックリスト国（財務大臣が指定）所在の外国関係会社
についても会社単位の合算がなされます。

• 上記の外国関係会社の租税負担割合が30%以上である
場合は、会社単位の合算課税の適用が免除されます（適
用免除基準）。

5） 適用時期
上記の改正は、外国関係会社の平成30年4月1日以後に開
始する事業年度から適用されます。

個人所得課税・資産課税
1） 個人所得課税（配偶者控除）の見直し
配偶者控除の適用を受ける場合の配偶者の年収制限が
150万円となります。本人の所得が1,000万円（給与年収
1,220万円）を超える場合には、一切控除を受けることがで
きなくなります。この改正は、平成30年分以後の所得につ
いて適用されます。

2） 相続税の見直し
一時的に日本に住所を有する外国人同士の相続等につい
ては、国外財産を相続税等の課税対象としないこととしま

す。また、租税回避を抑制するため、相続人又は被相続人が
10年以内に国内に住所を有する日本人である場合は、国内
財産及び国外財産を相続税等の課税対象とする見直しを行
います。

3） その他
• 個人の長期投資を促すために、積立型NISAが創設され
ます（年間投資上限40万円、非課税期間20年）。

• 事業承継税制が見直されます。

納税環境整備・その他
1） 申告要件の見直し
外国税額控除制度及び研究開発税制等において、一定の
要件のもと、税務署長が本税の増額更正をする場合におい
て、連動的に税額控除額を増加できるものとされます。

2） 酒税の見直し
ビール系飲料（「ビール」、「発泡酒」、「新ジャンル」）の税率
について、平成38年10月1日に一本化されます。

3） 車体課税
エコカー減税は、見直した上で2年間延長されます。

4） その他
• 国税犯則調査手続の見直しが行われます。

• 仮想通貨（ビットコインなど）の取引について消費税が非
課税とされます。
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